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柏木実業専門学校における情報提供資料 

 

１．学校の概要、目標及び計画 

 ●校長名  桐野 輝久 

 ●所在地  〒242-0012 神奈川県大和市深見東 1-1-9 

 ●連絡先  TEL 046-261-0158  FAX 046-261-5400 

 

 ●学校の沿革・歴史 

昭和２１年 ６月  珠算研究所「柏木塾」創設（高座郡大和町深見2874番地） 

昭和２８年１０月  柏木簿記珠算学校として、神奈川県知事より認可。柏木照明 校長に就任 

昭和３９年 １月  「柏木実業学校」と校名変更 

昭和４５年 ３月  鉄筋コンクリート３階建て校舎落成 

昭和４９年 ６月  本校舎（鉄筋コンクリート４階建）新築落成 

昭和５０年 ８月  雇用促進事業団神奈川総合高等職業訓練校の受託校となる  

昭和５１年 ４月  専修学校として専門課程｢経理本科｣、一般課程｢簿記科｣｢計算実務科｣の認可を  

受け、「柏木実業専門学校｣と校名変更 

昭和５１年１０月  創立３０周年記念式典開催 

昭和５５年 ３月  「学校法人柏木学園」に組織変更の認可を受ける 

昭和５６年 ３月  学校法人柏木学園専門学校経理事務等無料紹介所の認可を受ける  

昭和５７年 ３月  高等課程「商業科」を設置 

昭和６１年１０月  創立４０周年記念式典開催および第２キャンパス新校舎落成  

昭和６３年 ４月  専門課程経理本科が産能短期大学（現 自由が丘産能短期大学）と教育交流校            

          となり、短大併修が可能となる 

平成 ２年１０月  神奈川県より専修学校公開講座（ワープロ技能修得講座）の委託を受ける  

平成 ３年 ４月  高等課程商業科が「大和商業高等専修学校」として校名変更し、独立する  

平成 ５年 ３月  専門課程経理本科の卒業生に商業実務分野「専門士」称号を授与  

平成 ６年 ４月  専門課程「研究科」を設置 

平成 ８年１０月  創立５０周年記念式典開催 専門課程「経営経理研究科（２年）」設置の認可 

平成 ９年 ４月  専門課程経営経理研究科が産能大学（現 産業能率大学）と教育交流校となり、 

大学併修が可能となる 

平成１１年１２月  雇用能力開発機構神奈川センターの再就職促進訓練受託校となる  

平成１２年 ７月  神奈川県の再就職促進訓練受託校となる 

平成１３年 ４月  専門課程経理本科に、「経営情報」「ＩＴマネジメント」「インターネットビジネ

ス」の３コースを配置する 

平成１３年 ５月  大和市より「ＩＴ講習会」の委託を受ける 

平成１３年 ９月  創立５５周年記念式典開催 

平成１８年１１月  創立６０周年記念式典開催 

平成２１年 ４月  新校舎落成・校舎移転（大和市深見東1-1-9） 

平成２２年 ４月  専門課程「医療情報学科」を設置 

平成２３年 ４月  研修センター落成（大和市大和南1-16-23） 

平成２５年 ９月  柏木学園総合体育館落成（大和市深見西4-4-22） 
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平成２６年 ４月  専門課程「経理本科」を「情報ビジネス科」に名称変更  

平成２７年 ２月  「医療情報学科」「情報ビジネス科」「経営経理研究科」が、職業実践専門課程  

          に認可 

平成２７年 ４月  桐野輝久 校長に就任 

平成２８年１１月  創立７０周年記念式典開催 

令和 ２年 ４月  専門課程３学科のカリキュラムを改定。『情報実践基礎』『情報実践応用』『情報

実践演習』の講義を新たに設置し、無人航空機（ドローン）操縦技能並びに無

人航空機安全運航管理者の資格が取得可能となる 

令和  ３年  ４月   学校法人柏木学園 長野富士見研修所を開所 

令和 ４年１２月  法改正によるドローン国家資格制度スタートに伴い、二等無人航空機操縦士 

資格取得が可能となる 

 

 ●学校の特色 

  ◆「公益社団法人 全国経理教育協会」会員校 

   本校は、「公益社団法人 全国経理教育協会」の会員校で、協会主催の各種検定試験取得を目指す授 

業を展開しており、学生のキャリア形成の一助となっている。  

 また、協会主催の全ての検定試験の試験会場校となっており、「簿記能力検定」「計算実務能力検定」  

「所得税法能力検定」「法人税法能力検定」「消費税法能力検定」「社会常識能力検定」「文書処理能力  

検定」「電卓計算能力検定」「コンピュータ会計能力検定」の受験が可能で、「経理実務士」「経理実務  

士（補）」の認定申請を行う事ができる。 

 

 ◆文部科学大臣認定 職業実践専門課程設置校 

   本校は、平成２７年２月２５日に「医療情報学科」「情報ビジネス科」「経営経理研究科」について、  

  文部科学大臣が認定・推奨する「職業実践専門課程」として認定されている。  

   職業実践専門課程とは、「専修学校の専門課程であって、職業に必要な実践的かつ専門的な能力を育  

成することを目的として、専攻分野における実務に関する知識、技術及び技能について組織的な教  

育を行うものを、「職業実践専門課程」として文部科学大臣が認定して推奨することにより、専修学  

校の専門課程における職業教育の水準の維持向上を図ることを目的とするものです。」（引用：文部 

科学省「職業実践専門課程について」） 

 

  ◆「専門士」の称号 

   本校の専門課程で、修業年限が２年以上の学科を卒業すると、「専門士（商業実務）」の称号を取得  

することができる。 

 

  ◆国家資格の受験資格 

   本校を卒業した「専門士」の称号取得者は、社会保険労務士、税理士試験の受験資格が与えられる。 

 

  ◆大学編入制度 

   本校卒業後、更に大学へ進学したい場合、「専門士」の称号取得者は、大学３年次に編入ができる。 

 

  ◆勤労学生控除 

   本校専門課程の学生は、所得税法の勤労学生控除の適用を受けることができる。 
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  ◆通学定期、学割 

   本校専門課程の学生は、通学定期が利用可能。また、遠距離旅行の際には、学生割引が適用される。 

  

 ◆短大・大学を卒業できる「併修制度」 

   本校は、自由が丘産能短期大学並びに産業能率大学の教育交流校となっており、本校での学習と平

行して「短大」「大学」の科目履修を行うことができる。一部の科目を除き、科目試験並びにスクーリ

ングを本校で行うことができ、本校卒業と同時に「学士」「短期大学士」の称号を取得することができ

る。 

 

●教育目標 

 時代の進展と社会の要請に即応した専門知識・技能・技術を備え、職業もしくは実際生活で必要な幅

広い教養と豊かな人間性を身に付けた専門職業人の育成に努める。  

 このため、教育の基礎に個々の学生の人格を尊重し、専門性・創造性・人間性等が育つ教育環境と学

生の職業観・勤労観・社会貢献意識を確立させ，自由と自己責任を尊重し、積極性・主体性を目指した

専門職業人の育成を基本とした教育を行う。 

 

●教育方針 

  ①実学重視の教育 

国際化や情報化等の発展・進歩に対し，実学重視の先端的専門教育を行い，社会に貢献し得る即戦

力となる人材の育成を目指す。 

 

  ②自学自習精神の確立 

 自由・自己責任・自己管理を尊重すると共に｢自ら学ぶ｣という自学自習の精神を尊重し，積極性・

チャレンジ精神・行動力を持った人材の育成を目指す。  

 

 ③人間性教育の重視 

 個々の学生の個性・人格を尊重し，物事に感動できる豊かな感性・共存共栄の精神・公正さ・人間

愛・豊かな人間性の育成を目指す。 

 

●指導方針 

  ①学習指導の充実 

 時代の進展と社会の要請に即応した新しい教育内容・教育水準における少人数制教育を指導方針に

据え、学生の潜在能力を引き出し、開発することを重視し、創意と工夫により分かり易く、意欲の起

こる授業に徹し、学習の楽しさを体得させる。 

 

  ②学生指導の充実 

 専門職業人の育成を教育目標とし，職場のマナーを学生指導の指導方針に据え，規則正しい学園生

活の確立と健全な身体を養成すると共に、人間性を持った活力に溢れる学生となるよう指導する。  

 

  ③進路指導の充実 

 専門職業人としての倫理観・職業観・勤労観を育むキャリア教育を行うと共に、一人一人の個性を

尊重し、学生の特性と希望に合った｢学生にとって最高の職場｣を指導方針として、進路指導を行う。 
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２．各学科の教育 

 ●教育課程及び授業時数 

（１）商業実務専門課程 情報ビジネス科 

科  目 １ 学 年 ２ 学 年 

01. 情報リテラシーⅠ ６０  

02. コンピュータリテラシーⅠ ６０  

03. 情報リテラシーⅡ  ６０ 

04. コンピュータリテラシーⅡ  ６０ 

05. 商業簿記 ２４０  

06. 簿記会計  １８０ 

07. 工業簿記 １２０  

08. 原価計算  １８０ 

09. コンピュータ会計Ⅰ ６０  

10. コンピュータ会計Ⅱ  ６０ 

11. 税法Ⅰ ３０  

12. 税法Ⅱ  ３０ 

13. 計算実務 ３０  

14. 経営学  ６０ 

15. 経営分析  ３０ 

16. 接遇マナーⅠ ６０  

17. 接遇マナーⅡ  ６０ 

18-1 選択必修：課題演習Ⅰ 
６０ 

 

18-2 選択必修：日本語ビジネスⅠ  

19-1 選択必修：課題演習Ⅱ  
６０ 

19-2 選択必修：日本語ビジネスⅡ  

20. 情報実践基礎 ６０  

21. 情報実践応用 ６０  

22. 情報実践演習  ６０ 

23. ビジネス実習 ３０ ３０ 

24. 就職ゼミナールⅠ ３０  

25. 就職ゼミナールⅡ  ３０ 

合    計 ９００ ９００ 

一単位時間数 ５０分 ５０分 
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（２）商業実務専門課程 医療情報学科 

科  目 １ 学 年 ２ 学 年 

01. レセプトⅠ ２１０  

02. レセプトⅡ  ２４０ 

03. 医療情報ビジネス  ６０ 

04. 医学概論 ３０ ３０ 

05. 臨床医学Ⅰ ３０  

06. 臨床医学Ⅱ  ３０ 

07. 心理学 ６０  

08. 介護概論 １２０  

09. 介護実践  ６０ 

10. 簿記 １２０ １２０ 

11. 情報リテラシー  ６０ ６０ 

12. コンピュータリテラシー ６０ ６０ 

13. 接遇マナー ６０ ６０ 

14. 情報実践基礎 ６０  

15. 社会福祉簿記  ６０ 

16. 情報実践演習  ６０ 

17. 実習ガイダンス １５ １５ 

18. 病院実習 ６０  

19. 介護実習  ３０ 

20. 就職ゼミナール １５ １５ 

合    計 ９００ ９００ 

一単位時間数 ５０分 ５０分 
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（３）商業実務専門課程 経営経理研究科 

科  目 １ 学 年 ２ 学 年 

01. 高等簿記 ２１０  

02. 原価管理 １８０  

03. 情報処理論Ⅰ ６０  

04. 税法Ⅰ ６０  

05. 税法Ⅱ  ６０ 

06. 経営管理論 ６０  

07. コンピュータテクニックⅠ ６０  

08. 管理会計  １８０ 

09. 財務諸表論  ２１０ 

10. 情報処理論Ⅱ  ６０ 

11. 国際経営学  ６０ 

12. コンピュータテクニックⅡ  ６０ 

13. プレゼンテクニック  ６０ 

14. 情報実践基礎 ６０  

15. 情報実践応用 ６０  

16. 情報実践演習  ６０ 

17-1選択必修：課題演習Ⅰ 
６０ 

 

17-2選択必修：日本語ビジネスⅠ    

18-1選択必修：課題演習Ⅱ  
６０ 

18-2選択必修：日本語ビジネスⅡ  

19. 計算演習Ⅰ ３０  

20. 計算演習Ⅱ  ３０ 

21. 就職ゼミナールⅠ ３０  

22. 就職ゼミナールⅡ  ３０ 

23. 企業実習Ⅰ ３０  

24. 企業実習Ⅱ  ３０ 

合    計 ９００ ９００ 

一単位時間数 ５０分 ５０分 
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 ●進級・卒業の要件 

 学生の平素の成績を評価し、学年末において試験等による認定を行い、所定の全教育課程を修了した  

と認められること。 

 

 ●学習の成果として取得を目指す検定試験等 

 日本商工会議所      簿記検定 リテールマーケティング（販売士）検定 

 全国経理教育協会     簿記能力検定 計算実務能力検定 所得税法能力検定 法人税法能力検定 

消費税法能力検定 相続税法能力検定 社会人常識マナー検定  

文書処理能力検定 電卓計算能力検定 コンピュータ会計能力検定 

              中小企業ＢＡＮＴＯ認定試験 社会福祉法人経営実務検定 

経理実務士（補） 経理実務士 

 実務技能検定協会     秘書技能検定 サービス接遇実務検定 ビジネス実務マナー検定 

              秘書実務士 サービス接遇実務士 

 建設業振興基金      建設業経理士 建設業経理事務士 

 日本ＦＰ協会       ファイナンシャルプランニング技能士 

 日本ビジネス技能検定協会 農業簿記検定 

 技能認定振興協会     医療事務管理士 調剤事務管理士 

 日本医療保険事務協会   診療報酬請求事務能力認定試験 

 日本医療報酬調査会    医科医療事務検定試験 調剤事務検定試験 

 訪問介護員養成研修課程  介護職員初任者研修（旧ホームヘルパー２級） 

 Microsoft         Microsoft Office Specialist 

 全国医療福祉教育協会   医療事務 OA 実務能力認定試験 

 ＪＵＩＤＡ        無人航空機操縦技能 無人航空機安全運航管理者 

 

 ●検定試験合格実績（令和５年度） 

日本商工会議所 簿記検定 

１級 ４名 

２級 ９名 

３級 ９３名 

全国経理教育協会 

簿記能力検定 

１級商簿 ５名 

１級工簿 ４名 

２級商簿 ２３名 

２級工簿 ６１名 

３級 ８７名 

所得税法能力検定 
２級 ７名 

３級 ９名 

法人税法能力検定 

１級 ４名 

２級 １７名 

３級 ２４名 

消費税法能力検定 

１級 １２名 

２級 ５５名 

３級 ９７名 

相続税法能力検定 

１級 １名 

２級 ８名 

３級 ２名 

社会人常識マナー検定 １級 ４名 
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２級 ８名 

３級 ７名 

Japan Basic １７名 

文書処理能力検定 ワープロ部門 

１級 １名 

２級 ３名 

３級 ９名 

文書処理能力検定 表計算部門 

１級 ３名 

２級 １名 

３級 ４０名 

電卓計算能力検定 

三段 ２名 

二段 ２名 

１級 １０名 

２級 ２４名 

３級 ６２名 

コンピュータ会計能力検定 

１級 １名 

２級 １０名 

３級 ２８名 

初級 ５２名 

計算実務能力検定 

１級 ４名 

２級 ５２４名 

３級 名 

社会福祉法人経営実務検定 

経営管理 ２名 

会計２級 ３名 

会計３級 １４名 

入門 １８名 

中小企業 BANTO 認定試験 １名 

日本経理実務士会 経理実務士(補) ２４名 

日本医療保険事務協会 診療報酬請求事務能力認定試験 １名 

日本医療報酬調査会 

医科医療事務検定 １７０名 

調剤事務検定 １２２名 

介護事務検定 １４９名 

神奈川県介護職員初任者研修修了 ７６名 

技能認定振興協会 医療事務管理士認定試験 ２０名 

全国医療福祉教育協会 医療事務ＯＡ実務能力認定試験 ４名 

実務技能検定協会 サービス接遇実務検定 ２級 ２名 
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 ●技能審査等の合格にかかる単位認定制度 

学生が本校入学前並びに入学後に合格した技能審査等にかかる科目について、本人の申請により単位  

を認定する。 

 

①単位認定の学科 

   専門課程 経営経理研究科・情報ビジネス科・医療情報学科 

 

②単位認定の対象となる技能審査等 

（１）別表１に示す技能審査等 

（２）本校で行われる講習会を受講し、修了資格を取得した後、所定の検定試験を受験する。  

※別表１・２参照 

 

③単位認定申請期間 

   単位認定申請期間は次の各期間とする。 

（１）入学前に合格した技能審査等 ※新入生対象 

Ⅰ．前期試験が行われる週の前週の月曜日～金曜日 

（２）入学後に合格した技能審査等 

Ⅰ．前期試験が行われる週の前週の月曜日～金曜日 

Ⅱ．後期試験が行われる週の前週の月曜日～金曜日 

 

④申請条件 

申請は、次の条件を満たすもののみ認める。 

（１）前項（１）において、本校入学前に合格した技能審査等であること。  

（２）前項（２）において、本校入学後に合格した技能審査等であること。  

（３）申請期間において、合格が確定していること。 

（４）申請期間において、休学中でないこと。 

 

⑤申請方法 

   「単位認定申請書」（様式３６）に必要事項を記入の上、該当する技能審査等の合格を証明する書類  

およびそのコピーを添付し、担任に提出すること。 

 

⑥単位認定上の注意 

（１）申請期間を過ぎた場合、その申請を受け付けることはできない。  

（２）申請書の有効期限は、申請をした年度内とする。  

（３）単位認定条件は、年度ごとに見直しを行うものとする。  
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（別表１） 令和６年度　単位認定の対象となる資格取得条件

単位認定科目 単　　位　　認　　定　　条　　件 摘　　　　要

高 等 簿 記
①日本商工会議所　簿記検定２級以上に合格
②全国経理教育協会　簿記能力検定１級商業簿記・会計学以上に合格

①または②

原 価 管 理
①日本商工会議所　簿記検定２級以上に合格
②全国経理教育協会　簿記能力検定１級原価計算・工業簿記以上に合格

①または②

①全国経理教育協会　所得税法能力検定２級以上に合格

②全国経理教育協会　法人税法能力検定２級以上に合格

③全国経理教育協会　消費税法能力検定２級以上に合格

①Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ　ｏｆｆｉｃｅ　Ｓｐｅｃｉａｌｉｓｔ　Ｅｘｃｅｌ　に合格

②Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ　ｏｆｆｉｃｅ　Ｅｘｐｅｒｔ　Ｅｘｃｅｌ　に合格

③全国経理教育協会　文書処理能力検定表計算２級以上に合格

①Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ　ｏｆｆｉｃｅ　Ｓｐｅｃｉａｌｉｓｔ　Ｗｏｒｄ　に合格

②Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ　ｏｆｆｉｃｅ　Ｅｘｐｅｒｔ　Ｗｏｒｄ　に合格

③全国経理教育協会　文書処理能力検定ワープロ２級以上に合格

経 営 管 理 論 　全国経理教育協会　中小企業ＢＡＮＴＯ認定試験に合格

①日本商工会議所　簿記検定１級に合格

②全国経理教育協会　簿記能力検定１級商業簿記・会計学以上に合格

①日本商工会議所　簿記検定１級に合格

②全国経理教育協会　簿記能力検定１級原価計算・工業簿記以上に合格

①全国経理教育協会　所得税法能力検定２級以上に合格

②全国経理教育協会　法人税法能力検定２級以上に合格

③全国経理教育協会　消費税法能力検定２級以上に合格

①Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ　ｏｆｆｉｃｅ　Ｅｘｐｅｒｔ　Ｅｘｃｅｌ　に合格

②全国経理教育協会　文書処理能力検定表計算１級に合格

③日本商工会議所　日商ＰＣ検定　データ活用３級に合格

①Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ　ｏｆｆｉｃｅ　Ｅｘｐｅｒｔ　Ｗｏｒｄ　に合格

②全国経理教育協会　文書処理能力検定ワープロ１級に合格

③日本商工会議所　日商ＰＣ検定　文書作成３級に合格

国 際 経 営 学 　全国経理教育協会　中小企業ＢＡＮＴＯ認定試験に合格

情 報 処 理 論 Ⅱ

コ ン ピ ュ ー タ
テ ク ニ ッ ク Ⅱ

①②③のいずれか２種目以上

①②③のいずれか２種目以上

経
営
経
理
研
究
科
１
年

税 法 Ⅰ ①②③のいずれか

情 報 処 理 論 Ⅰ ①②③のいずれか２種目以上

コ ン ピ ュ ー タ
テ ク ニ ッ ク Ⅰ

①②③のいずれか２種目以上

計 算 演 習 Ⅰ 　全国経理教育協会　電卓計算能力検定１級以上に合格

経
営
経
理
研
究
科
２
年

財 務 諸 表 論 ①または②

管 理 会 計 ①または②

税 法 Ⅱ ①②③のいずれか

計 算 演 習 Ⅱ 　全国経理教育協会　計算実務能力検定１級以上に合格
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①日本商工会議所　簿記検定３級以上に合格

②全国経理教育協会　簿記能力検定２級商業簿記以上に合格

③簿記講習会３級コース修了者　※別表２

①日本商工会議所　簿記検定２級以上に合格

②全国経理教育協会　簿記能力検定２級工業簿記以上に合格

③簿記講習会２級コース修了者　※別表２

①全国経理教育協会　所得税法能力検定３級以上に合格

②全国経理教育協会　法人税法能力検定３級以上に合格

③全国経理教育協会　消費税法能力検定３級以上に合格

日本語ビジネスⅠ 　国際教育支援協会　日本語能力試験(JLPT)Ｎ２以上に合格

①全国経理教育協会　社会人常識マナー検定３級以上に合格

②実務技能検定協会　秘書技能検定・サービス接遇実務検定・ビジネス実務マナー検定のいずれか３級以上に合格

③全国経理教育協会　社会人常識マナー検定Ｊａｐａｎ　Ｂａｓｉｃ以上に合格

①Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ　ｏｆｆｉｃｅ　Ｓｐｅｃｉａｌｉｓｔ　ＰｏｗｅｒＰｏｉｎｔ　に合格

②日本情報処理検定協会　プレゼンテーション作成検定試験　２級以上に合格

コンピュータ会計Ⅰ 　全国経理教育協会　コンピュータ会計能力検定初級以上に合格

①日本商工会議所　簿記検定２級以上に合格

②全国経理教育協会　簿記能力検定１級商業簿記・会計学以上に合格

③簿記講習会２級コース修了者　※別表２

①日本商工会議所　簿記検定２級以上に合格

②全国経理教育協会　簿記能力検定２級工業簿記以上に合格

③簿記講習会２級コース修了者　※別表２

①全国経理教育協会　所得税法能力検定３級以上に合格

②全国経理教育協会　法人税法能力検定３級以上に合格

③全国経理教育協会　消費税法能力検定３級以上に合格

①全国経理教育協会　社会人常識マナー検定２級以上に合格

②実務技能検定協会　秘書技能検定・サービス接遇実務検定・ビジネス実務マナー検定のいずれか２級以上に合格

③全国経理教育協会　社会人常識マナー検定３級以上に合格

①全国経理教育協会　文書処理能力検定表計算２級以上に合格

②Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ　ｏｆｆｉｃｅ　Ｓｐｅｃｉａｌｉｓｔ　Ｅｘｃｅｌ　に合格（前期）

③Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ　ｏｆｆｉｃｅ　Ｓｐｅｃｉａｌｉｓｔ　Ａｃｃｅｓｓ　に合格（後期）

①全国経理教育協会　文書処理能力検定ワープロ２級以上に合格

②Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ　ｏｆｆｉｃｅ　Ｓｐｅｃｉａｌｉｓｔ　Ｗｏｒｄ　に合格（前期）

③Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ　ｏｆｆｉｃｅ　Ｓｐｅｃｉａｌｉｓｔ　Ａｃｃｅｓｓ　に合格（後期）

①Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ　ｏｆｆｉｃｅ　Ｓｐｅｃｉａｌｉｓｔ　ＰｏｗｅｒＰｏｉｎｔ　に合格

②日本情報処理検定協会　プレゼンテーション作成検定試験　２級以上に合格

①全国経理教育協会　コンピュータ会計能力検定３級以上に合格

②日本商工会議所　電子会計実務検定３級以上に合格

情 報 実 践 応 用 ①または②

コンピュータ会計Ⅱ ①または②

情報リテラシーⅠ
・日本人は①
・留学生は②

コ ン ピ ュ ー タ
リ テ ラ シ ー Ⅰ

・日本人は①
・留学生は②

情
報
ビ
ジ
ネ
ス
科
２
年

簿 記 会 計 ①②③のいずれか

原 価 計 算 ①②③のいずれか

税 法 Ⅱ

情
報
ビ
ジ
ネ
ス
科
１
年

情報リテラシーⅡ
・全経クラスは①
・ＭＯＳクラスは②・③

コ ン ピ ュ ー タ
リ テ ラ シ ー Ⅱ

・全経クラスは①
・ＭＯＳクラスは②・③

情 報 実 践 応 用 ①または②

①②③のいずれか

接 遇 マ ナ ー Ⅱ
・日本人は①または②
・留学生は③

経 営 分 析 　全国経理教育協会　計算実務能力検定２級以上に合格

①②③のいずれか

①全国経理教育協会　文書処理能力検定表計算２級以上に合格
②全国経理教育協会　文書処理能力検定表計算３級以上に合格

①全国経理教育協会　文書処理能力検定ワープロ２級以上に合格
②全国経理教育協会　文書処理能力検定ワープロ３級以上に合格

接 遇 マ ナ ー Ⅰ
・日本人は①または②
・留学生は③

計 算 実 務 　全国経理教育協会　電卓計算能力検定２級以上に合格

商 業 簿 記 ①②③のいずれか

工 業 簿 記 ①②③のいずれか

税 法 Ⅰ
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①全国経理教育協会　簿記能力検定２級以上に合格

②日本商工会議所　簿記検定３級以上に合格

③簿記講習会３級コース修了者　※別表２－ｆ

①全国経理教育協会　社会人常識マナー検定３級以上に合格

②実務技能検定協会　秘書技能検定３級以上に合格

③実務技能検定協会　サービス接遇実務検定３級以上に合格

④実務技能検定協会　ビジネス実務マナー検定３級以上に合格

①技能認定振興協会　医療事務管理士に合格

②日本医療報酬調査会　医科医療事務検定３級に合格

①全国経理教育協会　簿記能力検定１級以上に合格

②日本商工会議所　簿記検定２級以上に合格

③全国経理教育協会　総合福祉研究会共催　社会福祉法人経営実務検定会計３級以上に合格

④簿記講習会２級コース修了者　※別表２－ｅ

①全国経理教育協会　社会人常識マナー検定２級以上に合格

②実務技能検定協会　秘書技能検定２級以上に合格

③実務技能検定協会　サービス接遇実務検定２級以上に合格

④実務技能検定協会　ビジネス実務マナー検定２級以上に合格

①日本医療保険事務協会　診療報酬請求事務能力認定試験に合格

②日本医療報酬調査会　介護事務検定に合格

③日本医療報酬調査会　調剤事務検定に合格

医療情報システム 　全国医療福祉協会　医療事務OA実務能力認定試験に合格

①Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ　ｏｆｆｉｃｅ　Ｓｐｅｃｉａｌｉｓｔ　Ｅｘｃｅｌ　に合格（前期）

②Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ　ｏｆｆｉｃｅ　Ｓｐｅｃｉａｌｉｓｔ　Access　に合格（後期）

①Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ　ｏｆｆｉｃｅ　Ｓｐｅｃｉａｌｉｓｔ　Ｗｏｒｄ　に合格（前期）

②Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ　ｏｆｆｉｃｅ　Ｓｐｅｃｉａｌｉｓｔ　Access　に合格（後期）

①Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ　ｏｆｆｉｃｅ　Ｓｐｅｃｉａｌｉｓｔ　ＰｏｗｅｒＰｏｉｎｔ　に合格

②日本情報処理検定協会　プレゼンテーション作成検定試験　２級以上に合格

　　②    検定不合格者

　　　(１)会場受験者平均点以上の得点・・・単位認定（評価は担当教員が決定）

コ ン ピ ュ ー タ
リ テ ラ シ ー Ⅰ

　ｆ、日本商工会議所簿記検定３級を受験する

　　※上記条件を満たした場合に、単位が認定される。

　　　　　　　〃　　　　　　　１級工簿　　いずれかの検定を受験する

　ｃ、日本商工会議所簿記検定１級

　　　全国経理教育協会簿記検定上級　　　　いずれかの検定を受験する

　ｄ、日本商工会議所簿記検定２級

　　　全国経理教育協会簿記検定１級工簿　　いずれかの検定を受験する

　ｅ、日本商工会議所簿記検定２級を受験する

　　　(２)会場受験者平均点未満の得点・・・定期試験に加点（定期試験を必ず受験）

　ａ、日本商工会議所簿記検定１級

　　　全国経理教育協会簿記検定上級

　　　　　　　〃　　　　　　　１級会計　　いずれかの検定を受験する

　ｂ、日本商工会議所簿記検定１級

　　　全国経理教育協会簿記検定上級

（別表２）　簿記講習会修了者の単位認定方法

　１　簿記講習会を受講し、修了資格を得る（出席８０％以上）。

　２　必ず該当の検定試験を受講する（下表参照）

　　①    検定合格者・・・原則Ａ評価にて単位を認定する。

医
療
情
報
学
科
２
年

簿 記 Ⅱ ①②③④のいずれか

接 遇 マ ナ ー Ⅱ ①②③④のいずれか

医 療 情 報 Ⅱ ①②③のいずれか

エ ク セ ル Ⅱ

ワ ー ド Ⅱ

情 報 実 践 応 用 ①または②

医
療
情
報
学
科
１
年

簿 記 Ⅰ ①②③のいずれか

接 遇 マ ナ ー Ⅰ ①②③④のいずれか

レ セ プ ト Ⅰ ①または②

情報リテラシーⅠ 　全国経理教育協会　文書処理能力検定表計算２級以上に合格

　全国経理教育協会　文書処理能力検定ワープロ２級以上に合格
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 ●卒業後の進路先一覧（令和５年度） 

 

◎情報ビジネス科 

株式会社コロワイド、くら寿司株式会社、株式会社ニッポングローバル・サービス、東京学社、 

株式会社 kokoro、HOTEL WOOD 高山、株式会社竹内自動車商会、白木建設株式会社、 

株式会社ママショップ、I-SEC Japan 株式会社、株式会社セイショー、株式会社錢家、 

株式会社村山製作所、株式会社ピソラ、JGS 株式会社、株式会社トーコン、株式会社コスメナチュラルズ、 

株式会社敦煌、株式会社仙楽園 等 

 

◎医療情報学科 

湘南鎌倉総合病院 等 

 

◎経営経理研究科 

麻生総合病院、株式会社エイジェック、株式会社ヤナセオートシステムズ、株式会社リンガーハット、 

A global harmony 株式会社、株式会社リーブス、株式会社 玄品、フォーミン合同会社、 

株式会社 夢真、TQC 株式会社 等 

 

３．教職員 

 

 ●教職員数及び担当科目 

№ 職 名 氏  名 担当科目 

１ 校長 桐野 輝久 接遇マナーⅠ 

２ 学監 竹内 博之  

３ 
副校長 

研修センター長 
武尾 誠子 情報実践応用、情報リテラシー 

４ 教頭 九嶋 恵 
日本語ビジネスⅠ、税法Ⅰ、接遇マナー、接遇マナー

Ⅱ 

５ 教頭 柏木 正成 
簿記、経営管理論、情報リテラシーⅠ、計算演習Ⅱ、

就職ゼミナールⅡ 

６ 総括教諭 伊藤 史江 情報実践基礎、ビジネス実習、 

７ 総括教諭 牧之段 瑞枝 
簿記、課題演習Ⅱ、税法Ⅱ、企業実習Ⅱ、計算実務、

就職ゼミナールⅠ、 

８ 総括教諭 伊藤 正義 

税法Ⅰ・Ⅱ、課題演習Ⅱ、日本語ビジネスⅠ、経営分

析、就職ゼミナールⅡ、情報実践応用、接遇マナー

Ⅰ、コンピュータ会計Ⅰ 

９ 教諭 津森 左世 
情報実践基礎、情報実践演習、ビジネス実習、病院実

習 

10 教諭 小澤 幸史 
国際経営学、情報実践基礎、情報実践応用、情報実践

演習、ビジネス実習、計算実務、就職ゼミナールⅠ、
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コンピュータリテラシーⅡ、情報リテラシーⅡ、コン

ピュータ会計Ⅱ 

11 教諭 牛山 道世 

情報リテラシーⅠ・Ⅱ、情報実践基礎、情報実践応

用、経営分析、就職ゼミナールⅡ、コンピュータ会計

Ⅰ・Ⅱ 

12 教諭 加藤 みどり 介護概論、介護実習、実習ガイダンス、 

13 教諭 新美 春香 
商業簿記、計算実務、就職ゼミナールⅠ、コンピュー

タ会計Ⅰ・Ⅱ 

14 教諭 飯塚 知佳 
高等簿記、経営分析、就職ゼミナールⅡ、原価管理、

企業実習Ⅰ、商業簿記、工業簿記 

15 教諭 黒坂 真朝 エクセル、情報実践応用、ワード 

16 教諭 齊藤 光恵  

17 教諭 江口 優子 
レセプトⅠ、医療情報Ⅱ（レセプト）、接遇マナー、

医療情報システム 

18 教諭 荒井 伸定 
簿記会計、原価計算、情報実践応用、情報実践演習、

ビジネス演習、計算演習Ⅰ、就職ゼミナールⅠ 

19 常勤講師 宮本 忠史 

情報実践応用、コンピュータリテラシー、コンピュー

タリテラシーⅠ、コンピュータテクニックⅠ、情報リ

テラシーⅠ、情報処理論Ⅱ、就職ゼミナール、実習ガ

イダンス 

20 常勤講師 中村 稔 
商業簿記、工業簿記、簿記会計、原価計算、計算実

務、就職ゼミナールⅠ 

21 常勤講師 宇野 隆之 課題演習Ⅰ、税法Ⅰ・Ⅱ 

22 非常勤講師 松江 末子 商業簿記、工業簿記、財務諸表論、管理会計 

23 非常勤講師 小澤 健人 情報リテラシーⅠ、情報処理論Ⅰ 

24 非常勤講師 君島 康平 情報実践演習、ビジネス実習 

25 非常勤講師 佐藤 辰也 介護実践 

26 非常勤講師 岩永 秀子 臨床医学Ⅰ・Ⅱ、医学概論 

27 非常勤講師 奈良 信治 就職ゼミナール、心理学 

28 非常勤講師 平岡 幹康 商業簿記、工業簿記、簿記会計、原価計算 

29 非常勤講師 佐々木 淳 コンピュータリテラシーⅠ・Ⅱ、情報リテラシーⅡ 

30 非常勤講師 竹川 隆幸 
コンピュータリテラシーⅡ、コンピュータテクニック

Ⅱ 
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 ●教職員の組織・活動 

  重要事項決定機関として「職員会議」を置き、原則毎月２５日に開催し、意思決定をスムーズに行う。 

  校務分掌として「教務」「総務」「進路指導」「学生指導」「入試広報」「事務局」を設置し、各分掌間で

のコミュニケーションを密に図りながら、日々の教育活動や業務を円滑に行う。  

  教育課程編成委員会及び学校関係者評価委員会との有機的な連携を図りつつ、教育の質の保証と向上

に向け、「教務」を中心とした各分掌において組織的に取り組む。  

 

 ●教職員の研修・研究活動 

  教員研修規程に定める研修基本方針に基づき、各教員のキャリア段階に応じて継続的・計画的な教員

としての資質・能力の向上に取り組む。 

 

４．キャリア教育・実践的職業教育 

 

 ●キャリア教育への取組状況 

国家資格キャリアコンサルタント５名を中心に、全教員による学生個々の希望に合わせたキャリア教

育を実践している。 

 

 ●就職支援等への取組状況 

  ◎各学生の意向調査の実施 

  ◎履歴書、エントリーシートの作成指導 

  ◎各就職サイトへのエントリーと、各種ガイダンスの情報提供と参加支援  

  ◎新卒者を募集している企業を招いた校内ガイダンスや面接会の実施  

 

５．様々な教育活動・教育環境 

 

 ●学校行事への取組状況 

   学生並びに教職員間の親睦を深める目的で、下記の通年行事を行っている。  

   （令和６年度予定並びに実績） 

   ４月 → 入学式・始業式・対面式・オリエンテーション 

   ５月 → 校外清掃・レクリエーション 

   ７月 → スポーツ大会 

   ９月 → 紅葉祭（大和商業高等専修学校と合同の文化祭） 

  １０月 → 校外研修旅行 

  １１月 → 校外清掃・経理実務コンクール 

  １２月 → ドローン競技会・校内スピーチカラオケコンテスト 

   ２月 → 検定授業週間（検定取得に特化した授業を実施） 

 

 ●選択授業 

   留学生については、日本語を教授する授業として「日本語ビジネス」を、日本人学生については「農

業簿記」「ＦＰ技能士」を選択科目として設置し、日本語ビジネスについては日本語能力検定試験（Ｊ

ＬＰＴ）の合格を目指した授業を、他についてもそれぞれの目標とする資格取得に向けた授業を行っ

ている。 
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 ●サークル活動 

   学生のカリキュラム外の活動として、以下のサークルを設置し活動を行っている。  

 

   ＩＴ研究会    紅葉祭での発表を目的としたゲームの作成、小説投稿の創作活動  

   簿記・電卓研究会 全経電卓計算能力検定段位以上の取得と全関東簿記電卓大会入賞に向けた活動  

   中国語研究会   中国語検定の取得とスピーチコンテストへの参加 

   日本語研究会   日本語能力試験の取得 

   書写研究会    文字の書き方の指導 

 

 ●家庭・地域・企業等との連携による取組、他の学校との連携による取組等の状況  

 

  ◎夜間簿記講習会 

   大和商工会議所との共催で、日商簿記検定対策の夜間簿記講習会を開催し、地元中小企業の経理事

務スタッフ養成研修の一助となっている。 

 

  ◎神奈川県公共職業訓練・求職者支援訓練 

   神奈川県公共職業訓練の委託校として、社会人未就職者のための再就職訓練を実施している。  

また、求職者支援訓練も実施している。令和５年度は、以下の訓練を実施した。 

   

番号    
公開講座･教育訓練の種類（名称） 受講者数 

1 求職者支援訓練（介護職員養成（初任者研修）科（短期間）4 月生） 22 名 

2 求職者支援訓練（パソコンスキルアップ基礎科 5 月生） 12 名 

3 求職者支援訓練（医療･調剤･介護事務 PC 科 5 月生）  27 名 

4 委託訓練      （簿記パソコン事務科 7 月生） 22 名 

5 委託訓練      （医療調剤介護事務･PC 科 7 月生） 28 名 

6 委託訓練      （介護職員初任者研修科 7 月生） 9 名 

7 委託訓練      （簿記パソコン事務科 9 月生） 19 名 

8 委託訓練      （医療調剤介護事務･PC 科 9 月生） 25 名 

9 委託訓練      （介護職員初任者研修科 9 月生） 12 名 

10 求職者支援訓練（パソコンスキルアップ基礎科 9 月生）       13 名 

11 委託訓練      （簿記パソコン事務科 11 月生） 13 名 

12 委託訓練      （医療調剤介護事務･PC 科 11 月生） 22 名 

13 委託訓練      （介護職員初任者研修科 11 月生） 16 名 

14 委託訓練      （簿記パソコン事務科 1 月生） 22 名 

15 委託訓練   （医療調剤介護事務・PC 科 1 月生） 12 名 

16 委託訓練      （介護職員初任者研修科 1 月生） 7 名 
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６．学生の生活支援 

 

 ●学生指導・生活指導の方針・基準 

   教育方針に基づいた指導を、「学生指導」担当を中心に、全教員が実践する。 

 

 ●学生指導・生活指導への取組状況 

  ◎クラス担任が学生個々の状況を常に把握できるよう、朝のＳＨＲと週１回のＬＨＲを実施している。 

  ◎登校しない学生に対しては、クラス担任から電話連絡を入れ、安否並びに健康状態などの確認をす

る。 

  ◎長期欠席の学生に対しては、家庭訪問を実施し、個別指導を行っている。 

  ◎欠席の多い学生に対しては、長期休業期間（夏季・冬季）に個別に教科指導・生活指導を行ってい

る。 

 

７．学生納付金、就学・修学支援 

 

●学生納付金（各学科共通。令和５年度実績） 

 

入試方法 
 

項目 
指定校推薦入試 特別推薦入試 

ＡＯ入試 
一般入試 

入 学 金 ￥４０，０００ ￥０ ￥２４０，０００ 

授 業 料 ￥４２０，０００ ￥４２０，０００ ￥４２０，０００ 

実 習 費 ￥７２，０００ ￥７２，０００ ￥７２，０００ 

施 設 費 ￥６０，０００ ￥６０，０００ ￥６０，０００ 

教 育 充 実 費 ￥３６，０００ ￥３６，０００ ￥３６，０００ 

合 計 ￥６２８，０００ ￥５８８，０００ ￥８２８，０００ 

 

●上記金額の他、教育交流会費・行事費等として\40,000 程度必要になります（年度により変更有）。 
●合格通知を受けた方は、学費とともに指定された期日までに納入ください。 
●学科により病院実習費用・企業実習費用等が別途かかります。  

 

 

 

 

 

 

 

17 委託訓練    （パソコンスキルアップ科 2 月生） 14 名 

18 委託訓練   （医療事務（医科・歯科）PC 科 2 月生）  7 名 

19 委託訓練      （介護職員初任者研修科 2 月生） 13 名 

20 求職者支援訓練（介護職員養成（初任者研修）科（短期間）3 月生）   22 名 

合計 337 名 
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・分納の場合 

 

入試方法 
 

納入期日 
指定校推薦入試 特別推薦入試 

ＡＯ入試 
一般入試 

入 学 手 続 時 ￥３３４，０００ ￥２９４，０００ ￥５３４，０００ 

２ ０ ２ ３ 年 
６ 月 末 

￥２９４，０００ ￥２９４，０００ ￥２９４，０００ 

合 計 ￥６２８，０００ ￥５８８，０００ ￥８２８，０００ 

 

※入学手続時の納入金は入学金と授業料、実習費、施設費、教育充実費の６か月分。  

※２０２４年６月末納入金は、授業料、実習費、施設費、教育充実費の６か月分。  

 

 

 

８．学校の財務 

 

   専門学校は少人数の学校だが、付帯事業収入もあり安定した財務基盤を確保している。 

   また、学園は他に、柏木学園高等学校、大和商業高等専修学校、都筑ヶ丘幼稚園の３組織を持ち、

法人として安定した財務基盤を持っている。 

 

９．学校評価 

 

   学校評価は、「専修学校における学校評価ガイドライン」に則って実施することを基本方針とし令和

４年度の評価結果は、柏木実業専門学校Ｗｅｂサイトにて公開している。 

 

以 上 

 


